
事 業 概 況 （令和 2年 4月分結果の概要） 

 

 保 険 給 付 

令和 2 年度労災保険業務機械処理の令和 2 年 4 月末現在における保険給付支払総額は 888 億円で、前年同期に比べて

0.5％減となっている。 

保険給付支払総額の給付種類別の状況 

  保険給付支払総額を給付種類別に構成比でみると、年金等給付が 559億円で 63.0％と最も大きく、次いで療養補償給付

が 205億円で 23.1％を占めている。以下、休業補償給付が 9.6％、障害補償一時金が 2.4％、介護補償給付が 0.9％、遺族

補償一時金が 0.7％、葬祭料が 0.2％、二次健康診断等給付が 0.1％となっている。 

  保険給付支払総額を給付種類別に前年同期と比べてみると、介護補償給付が 21.8％増、遺族補償一時金が 15.4％増、葬

祭料が 8.8％増、休業補償給付が 4.7％増となっているのに対し、障害補償一時金が 7.7％減、二次健康診断等給付が 2.5％

減、療養補償給付が 1.6％減、年金等給付が 1.0％減となっている。（第１表） 

 

 

 

 

保険給付支払総額の業種別の状況 

  保険給付支払総額を業種別に構成比でみると、「建設事業」が 266億円で 30.0％、「その他の事業」が 246億円で 27.7％、

「製造業」が 222億円で 25.0％となっている。以下、「運輸業」が 11.0％、「鉱業」が 3.7％、「林業」が 1.7％、「船舶所

有者の事業」が 0.4％、「漁業」が 0.3％、「電気、ガス、水道又は熱供給の事業」が 0.2％となっている。 

  保険給付支払総額を業種別に前年同期と比べてみると、「その他の事業」が 1.8％増、「運輸業」が 0.4％増となっている

のに対し、「電気、ガス、水道又は熱供給の事業」が 15.1％減、「漁業」が 11.3％減、「鉱業」が 7.9％減、「製造業」が 2.2％

減、「林業」が 2.1％減、「船舶所有者の事業」が 0.8％減、「建設事業」が 0.3％減となっている。（第２表） 

 

 

 

 

区　分　

　保険給付

千円 ％ ％ 千円 ％ ％

合 計 89,237,271 100.0 2.3 △    88,759,254 100.0 0.5 △    

療 養 補 償 給 付 20,837,839 23.4 5.7 △    20,500,039 23.1 1.6 △    

休 業 補 償 給 付 8,166,368 9.2 0.1 △    8,549,524 9.6 4.7

障 害 補 償 一 時 金 2,285,301 2.6 3.6 2,108,611 2.4 7.7 △    

遺 族 補 償 一 時 金 542,923 0.6 20.9 △   626,531 0.7 15.4

葬 祭 料 156,662 0.2 5.2 △    170,483 0.2 8.8

介 護 補 償 給 付 639,175 0.7 2.7 778,748 0.9 21.8

年 金 等 給 付 56,496,354 63.3 1.4 △    55,915,446 63.0 1.0 △    

二 次健 康診 断等 給付 112,648 0.1 27.7 109,871 0.1 2.5 △    

(注1) 本表は、機械処理データの金額である（以下、各表同じ）。

(注2) 本表の数値は、金額は百円単位で、比率は小数点以下第2位で四捨五入を行っている（以下、各表同じ）。
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第　１　表　　給 付 種 類 別 保 険 給 付 支 払 状 況



 

 

 

年金等給付支払総額の業種別の状況 

  年金等給付支払総額を給付種類別に構成比でみると、遺族補償年金が 313億円で 55.9％と最も大きく、次いで障害補償

年金が 216億円で 38.6％、傷病補償年金が 31億円で 5.5％を占めている。 

  年金等給付支払総額を業種別に構成比でみると、「建設事業」が 184 億円で 33.0％、「製造業」が 160 億円で 28.5％、

「その他の事業」が 112億円で 20.1％となっている。以下、「運輸業」が 10.9％、「鉱業」が 4.7％、「林業」が 1.8％、「漁

業」が 0.4％、「電気、ガス、水道又は熱供給の事業」が 0.3％、「船舶所有者の事業」が 0.2％となっている。（第３表） 

 

 

 

 

 

 

区　分　

　業　種

千円 ％ ％ 千円 ％ ％

全 業 種 89,237,271 100.0 2.3 △    88,759,254 100.0 0.5 △    

林 業 1,552,632 1.7 4.6 △    1,520,732 1.7 2.1 △    

漁 業 327,121 0.4 1.1 290,244 0.3 11.3 △   

鉱 業 3,546,611 4.0 6.3 △    3,265,570 3.7 7.9 △    

建 設 事 業 26,687,266 29.9 0.4 26,619,956 30.0 0.3 △    

製 造 業 22,716,707 25.5 1.7 △    22,207,322 25.0 2.2 △    

運 輸 業 9,692,529 10.9 0.4 △    9,733,372 11.0 0.4

電 気 、 ガ ス 、 水 道

又 は 熱 供 給 の 事 業
229,651 0.3 3.0 194,959 0.2 15.1 △   

そ の 他 の 事 業 24,138,975 27.1 5.8 △    24,584,054 27.7 1.8

船 舶 所 有 者 の 事 業 345,778 0.4 3.4 343,045 0.4 0.8 △    
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第　２　表　　業 種 別 保 険 給 付 支 払 状 況

令和元年度　平成31年4月末 令和2年度　2年4月末

令和2年度　2年4月末現在

区　分　 障 害 補 償 遺 族 補 償 傷 病 補 償 合 計

　業　種 年 金 年 金 年 金 （ 年金等給付 ）

千円 千円 千円 千円 ％

全 業 種 21,566,520 31,255,937 3,092,989 55,915,446 100.0

林 業 292,682 685,975 36,531 1,015,189 1.8

漁 業 54,126 175,968 5,033 235,126 0.4

鉱 業 255,416 1,998,868 396,401 2,650,684 4.7

建 設 事 業 5,924,444 11,361,568 1,149,980 18,435,993 33.0

製 造 業 7,936,783 7,435,563 580,049 15,952,394 28.5

運 輸 業 2,332,613 3,511,731 273,215 6,117,559 10.9

電 気 、 ガ ス 、 水 道

又 は 熱 供 給 の 事 業
38,269 110,140 7,707 156,115 0.3

そ の 他 の 事 業 4,695,620 5,892,412 636,967 11,224,999 20.1

船 舶 所 有 者 の 事 業 36,568 83,712 7,108 127,387 0.2

構 成 比 38.6% 55.9% 5.5% 100.0% －

(注) 「傷病補償年金」は、傷病補償年金受給者に係る療養の給付及び療養の費用を含む。

構成比

第　３　表　　業 種 別 年 金 等 給 付 支 払 状 況



 

保 険 料 

 

  令和 2年度労災保険業務機械処理の令和 2年 4月末現在における保険料徴収決定済額は 319億円で、前年同期に比べて

10.8％減となっている。保険料収納済額は 24億円で、前年同期に比べて 8.2％減となっている。また、収納率についてみ

ると 7.7％となっており、前年同期に比べて 0.3ポイント上回っている。 

  保険料徴収決定済額を業種別に構成比でみると、「建設事業」が 255 億円で 79.8％と最も大きく、次いで「その他の事

業」が 29 億円で 9.2％、「製造業」が 14 億円で 4.4％を占めている。以下、「運輸業」が 4.0％、「電気、ガス、水道又は

熱供給の事業」が 0.9％、「船舶所有者の事業」が 0.6％、「鉱業」及び「林業」がそれぞれ 0.5％、「漁業」が 0.2％となっ

ている。（第４表） 

 

 

区　分　

令和元年度 令和2年度 令和元年度 令和2年度 令和元年度 令和2年度

　業　種 平成31年4月末 2年4月末 平成31年4月末 2年4月末 平成31年4月末 2年4月末

千円 千円 ％ ％ 千円 千円 ％ ％ ％ ％

全 業 種 35,800,785 31,917,546 100.0 10.8 △  2,661,465 2,441,938 100.0 8.2 △   7.4 7.7

林 業 151,972 145,286 0.5 4.4 △   35,711 39,448 1.6 10.5 23.5 27.2

漁 業 55,992 58,325 0.2 4.2 178 385 0.0 116.3 0.3 0.7

鉱 業 188,402 145,995 0.5 22.5 △  2,872 1,159 0.0 59.6 △  1.5 0.8

建 設 事 業 29,037,635 25,478,105 79.8 12.3 △  2,435,724 2,200,644 90.1 9.7 △   8.4 8.6

製 造 業 1,643,888 1,409,994 4.4 14.2 △  46,375 27,862 1.1 39.9 △  2.8 2.0

運 輸 業 1,348,504 1,267,434 4.0 6.0 △   25,298 20,664 0.8 18.3 △  1.9 1.6

電気、ガス、 水道

又は熱供給の 事業
423 291,474 0.9 68,806.4 25 88 0.0 252.0 5.9 0.0

そ の 他 の 事 業 3,146,418 2,932,435 9.2 6.8 △   112,051 149,070 6.1 33.0 3.6 5.1

船舶所有者の 事業 227,550 188,498 0.6 17.2 △  3,232 2,618 0.1 19.0 △  1.4 1.4

構成比

対前年

同　期
増減率

構成比

対前年

同　期
増減率

第　４　表　　業　種　別　保　険　料　徴　収　状　況
保 険 料 徴 収 決 定 済 額 保 険 料 収 納 済 額 収　納　率


